
第８期計画策定に向けた調査の要点

参考資料１



①介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

②在宅介護実態調査

③サービス提供事業所アンケート調査

④ケアマネジャアンケート調査
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調査対象・回収結果

① 介護予防・日常生活圏域

ニーズ調査

② 在宅介護実態調査

郵送 聞き取り

目的

・要介護状態になる前の高齢者のリ

スクや社会参加状況の把握

・地域課題の把握や対応策の検討

に活用

・「認定者の在宅生活の継続」「家族等の介護者の

就労継続」に効果的なサービス等の把握・分析に

活用

対象者
要介護１から５の方を除く、市内在

住の65歳以上の方

市内在住で、在宅生活をされている、要支援または

要介護認定を受けられている方

送付数 2,000件 900件 199件

回収数

（回収率）
1,348件（69.2%） 528件（58.7％） 199件（-）

実施期間 令和２年１月～２月 令和２年１月～２月 令和元年５月～12月
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調査対象・回収結果

③ サービス提供事業所アンケート調査 ④ ケアマネジャーアンケート調査

目的

・市内事業所の運営状況やサービス提

供の実態把握

・サービス見込量や関係機関の連携強

化に向けた方策等の検討に活用

・ケアプランの作成状況、介護保険サービ

スへの考え方等を把握

・関係機関の連携強化に向けた方策、

充実が必要な施策等の検討に活用

対象者
市内の介護保険サービスを提供している

事業所

市内居宅介護支援事業所、地域包括

支援センターが委託する近隣の居宅介

護支援事業所に所属しているケアマネ

ジャー

送付数 114事業所 83人

回収数

（回収率）
67件（58.7％） 54件（65.1％）

調査期間 令和２年１月～２月 令和２年１月～２月 3



「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」「在宅介護実態調査」「サービス

提供事業所アンケート調査」「ケアマネジャーアンケート調査」の結果につい

て、第７期計画の基本目標の項目ごとに、特徴がある箇所を挙げました。

【第７期 基本目標】

Ⅰ 高齢者の元気力アップへの“いきいき”活動の推進

Ⅱ いつまでも安心して暮らしていけるための地域包括ケアシステ

ムの推進

Ⅲ 高齢者と家族を支える介護体制の充実
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10.1 

5.6 

3.1 

38.2 

30.0 

15.1 

2.2 

7.3 

13.6 

2.4 

5.4 

9.5 

17.1 

3.9 

10.7 

4.3 

25.7 

1.7 

19.3 

7.4 

0% 20% 40% 60%

世話をしてくれる人がいない

親しい友人がいない

近所との交流がない、うまくいっていない

自分の健康が不安

家族の健康が不安

同居家族との死別や離別後の独居生活

家族や親族との関係がよくない

財産の管理や相続のこと

経済的に不安定である

仕事がない

住宅のこと

物忘れがひどくなったこと

介護が必要になったときの相談先

生きがいがない

犯罪や交通事故などが不安

孤独死

災害の発生が不安

その他

特になし

不明・無回答

全体（N=1,384）

日常生活を送る上で、将来、不安や心配されていることはありますか。(複数回答) ※ニーズ調査

将来、不安または心配され

ていることについてみると、「自

分の健康が不安」が38.2％

と最も高く、次いで「家族の

健康が不安」が30.0％、

「 災 害 の 発 生 が 不 安 」 が

25.7％となっています。

Ⅰ 高齢者の元気力アップへの“いきいき”活動の推進
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【介護予防の推進】



63.9 32.2 4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,384）

取り組んでいる 取り組んでいない 不明・無回答

82.2 8.4 9.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,384）

はい いいえ 不明・無回答

定期的に通院もしくは健康診断を受けていますか。（単数回答）※ニーズ調査

介護予防に取り組んでいるかについてみると、「取り組んでいない」が32.2％となっています。

定期的に通院もしくは健康診断を受けているかについてみると、「はい」が82.2％となっています。

介護状態にならないように、現在、介護予防に取り組んでいますか。(単数回答) ※ニーズ調査
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21.1 

16.9 

31.7 

24.7 

7.4 

1.6 

6.3 

13.3 

7.4 

0% 10% 20% 30% 40%

健康状態や体力に自信がある

忙しくて時間がない

具体的な取り組み方がわからない

きっかけがない

１人では取り組みづらい

取り組む場所がない

経済的に余裕がない

介護予防に関心がない

不明・無回答

全体（N=445）

介護予防に取り組まれていない理由は何ですか。（複数回答）※ニーズ調査

介護予防に取り組んでいない方（32.2％）に理由についてうかがうと、 「具体的な取り組み

方がわからないから」 が31.7％と最も高く、次いで「きっかけがないから」が24.7％、「健康状態

や体力に自信があるから」が21.1％となっています。
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 定期的に通院や健康診断を通して医師の医療チェックを受けている人は８割を超えている

一方で、 「取り組み方がわからない」 「きっかけがない」という理由等で介護予防に取り組

んでいない人が3割強おり、介護予防に取り組んでもらうための働きかけが必要と考えられま

す。

 以上より取り組み方やきっかけ、関心を持たれるような内容があれば介護予防の取り組み

に参加される人が多いと想定されるため、健康づくりや介護予防の取り組みをすることの重

要性の周知・啓発等が必要になってきます。

 あわせて、地域において自分ができることをする環境を整備・支援することで出番づくりや社

会参加となり、介護予防ひいては地域づくりにもつながると考えられます。

誰もが参加しやすい介護予防の推進
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27.0 71.9 1.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=659）

ある ない 不明・無回答

47.6 45.2 7.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,384）

知っている 知らない 不明・無回答

地域包括支援センターを知っていますか。（単数回答）※ニーズ調査

地域包括支援センターを利用したことがあるかについてみると、「ない」が71.9％と「ある」の
27.0％を大きく上回っています。

地域包括支援センターの認知度についてみると、「知っている」が47.6％、「知らない」が45.2
％となっています。

地域包括支援センターを利用したことはありますか。（単数回答） ※ニーズ調査

Ⅱ いつまでも安心して暮らしていけるための地域包括ケアシステムの推進
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【地域包括支援センターの機能強化】



地域包括支援センターに機能強化してほしいことは何ですか。（複数回答）※事業所調査

「困難事例への支援の充実」が59.7％と最も高く、次いで「介護者支援の充実」が35.8％、
「情報提供の充実」が34.3％となっています。
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59.7 

35.8 

34.3 

29.9 

20.9 

17.9 

17.9 

16.4 

14.9 

13.4 

6.0 

13.4 

0% 20% 40% 60% 80%

困難事例への支援の充実

介護者支援の充実

情報提供の充実

医療と介護の連携強化に向けた支援の充実

地域との交流機会の増加

相談機械の増加、緊密な情報交換

介護予防活動の充実

民生委員・児童委員との連携強化

研修・指導内容の充実

関係機関の紹介

その他

不明・無回答

全体（N=67）



0.4 

0.1 

0.2 

0.1 

0.4 

0.1 

0.3 

3.6 

2.0 

1.5 

1.2 

1.3 

1.1 

1.1 

23.3 

24.6 

28.5 

16.0 

21.2 

18.9 

14.9 

47.3 

46.7 

41.1 

45.4 

45.4 

44.9 

44.9 

10.3 

9.5 

11.0 

21.3 

14.5 

18.3 

22.8 

15.0 

17.0 

17.7 

15.9 

17.1 

16.6 

16.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①高齢者への見守り

活動が充実している

②市の介護予防に対す

る取り組みが広く周知さ

れている

③介護予防に取り組む

場所が充実している

④かかりつけ医の

重要性や必要性に

対する認識が高い

⑤介護や福祉に関する

相談窓口が充実して

いる

⑥安全・安心に暮らせる

住環境が整っている

⑦今後も暮らし

続けていく上での生活の

利便性がよい

全体（N=1,384）

重要ではない さほど重要ではない どちらともいえない

重要 非常に重要 不明・無回答

あなたが住んでいる地域について「必要なこと」は何ですか。（① - ⑦それぞれに対して「必要な
こと」を単数回答）※ニーズ調査

【必要なこと】についてみると、

『重要（「非常に重要」＋「重

要」）』では、 「⑦今後も暮ら

し続けていく上での生活の利

便性がよい」 が67.7％と最も

高く、次いで「④かかりつけ医

の重要性や必要性に対する

認識が高い」が66.7％、「⑥

安全・安心に暮らせる住環境

が整っている」が63.2％となっ

ています。
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【多職種連携、在宅医療・介護の推進】



関係機関等との連携の状況（① - ⑦それぞれに対して連携の状況を単数回答）
※ケアマネ調査

関係機関等との連携の状況に
ついてみると、『とっている』では、
＜居宅介護支援以外の介護
保険サービス提供事業所＞が
94.5％と最も高く、次いで＜上
記以外の医療機関（地域連
携室等）＞が92.6％、＜地
域包括支援センター、在宅医
療・介護連携サポートセンター
＞が90.7％となっています。

一方、『取っていない』では、＜
障害者施設、相談支援員＞が
59.2％と最も高く、次いで＜地
域の関係者（民生委員・福祉
協力員・自治会等）＞が
44.5％、＜他の居宅介護支
援事業所・ケアマネジャー＞が
38.9％となっています。
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3.7 

38.9 

3.7 

0.0 

0.0 

0.0 

14.8 

0.0 

51.9 

55.6 

87.0 

81.5 

50.0 

37.0 

77.8 

61.1 

33.3 

3.7 

5.6 

11.1 

35.2 

37.0 

1.9 

27.8 

5.6 

0.0 

0.0 

1.9 

9.3 

22.2 

0.0 

7.4 

5.6 

1.9 

3.7 

5.6 

5.6 

3.7 

5.6 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他の居宅介護支援事業所・ケアマネジャー

居宅介護支援以外の

介護保険サービス提供事業所

地域包括支援センター、

在宅医療・介護連携サポートセンター

上記以外の行政機関

地域の関係者

（民生委員・福祉協力員・自治会等）

障害者施設、相談支援員

上記以外の医療機関（地域連携室等）

社会福祉協議会

全体（N=54）

常にとっている 必要時にとっている

ほとんどとっていない とっていない

不明・無回答



 地域包括支援センターの認知度は5割に至らず、利用経験者も少ない状況です。

 生活の利便性や安心・安全な住環境とともに、医療機関の充実も重要視されており、安

心して生活するうえでは、地域の医療機関の充実も必要とされています。

 健康を維持し、地域で自立した生活を営んでいくためには、介護予防の取組と身近な医

療機関等との連携を一層推進することが必要と考えられます。

地域包括支援センターの機能強化と

在宅医療・介護の切れ目のない提供
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26.8

30.6

11.5

19.1

4.1

6.1

14.2

24.1

10.1%

35.9

4.0

10.5

10.3

8.3

4.7

5.6

2.0

7.9

0% 10% 20% 30% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

全体(n=555)

主な介護者が不安に感じる介護についてみると、「認知症状への対応」が35.9％と最も高く、次

いで「夜間の排泄」が30.6％、「日中の排泄」が26.8％、「外出の付き添い、送迎等」が24.1％

となっています。

今後の在宅生活の継続に向けて、主な介護者が不安に感じる介護(複数回答)
※在宅介護調査
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【認知症施策の充実】



11.3 

4.3 

4.0 

8.6 

16.9 

9.2 

1.8 

7.2 

2.7 

11.3 

47.3 

19.2 

0% 20% 40% 60%

認知症サポーター養成講座

認知症みまもーりー♡隊員養成講座

認知症キャラバンメイト

認知症カフェ（見守りカフェ）

もの忘れ相談

認知症介護者訪問

認知症初期集中支援チーム

認知症地域支援推進員

アイロン名札

行方不明高齢者SOSネットワーク

特になし

不明・無回答

全体（N=1,384）

市で実施している認知症施策について、知っているものはありますか。(複数回答) ※ニーズ調査

市の認知症施策の認知度についてみると、「特になし」が47.3％と最も高く、次いで「もの忘れ

相談」が16.9％、「認知症サポーター養成講座」「行方不明高齢者SOSネットワーク」がそれぞ

れ11.3％となっています。
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16.9

14.3

6.5

28.6

1.3

1.3

10.4

39.0

11.7

24.7

1.3

11.7

27.3

11.7

2.6

7.8

7.8

32.8

35.9

11.7

23.4

5.1

6.3

15.2

26.2

14.1

43.0

4.7

12.1

7.4

7.4

5.9

4.7

1.2

30.8

39.2

20.8

9.2

5.4

10.0

16.9

18.5

6.9

40.8

4.6

9.2

7.7

9.2

5.4

6.9

1.5

0% 20% 40% 60%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

要支援１・２(n=77)

要介護１・２(n=256)

要介護３以上(n=130)

要介護度別に介護者が不安に感じ

る介護をみると、『要介護1・2』『要介

護3以上』では「認知症状への対応」

が最も高く、次いで「夜間の排泄」「日

中の排泄」が高くなっています。

また、『要支援１・２』では「外出の

付き添い、送迎等」 や「入浴・洗身」

、「その他の家事（掃除、洗濯、買い

物 等）」 が高くなっています。

要介護度別・介護者が不安に感じる介護 ※在宅介護調査
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「家族の精神的な負担を緩和する取り組み」が70.4％と最も高く、次いで「かかりつけ医から

専門医療機関のスムーズな連携体制づくり」が59.3％、「認知症を早期に発見し、予防活動

や専門医療機関につなげる取り組み」が57.4％、「見守りボランティアなど、在宅での生活を支

える取り組み」が55.6％、「認知症の人が活動する場づくり、社会参加の支援」が53.7％とな

っています。

今後、認知症施策を進めていく上で、守山市が重点を置くべきこと（複数回答）※ケアマネ調査
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70.4 

59.3 

57.4 

55.6 

53.7 

46.3 

40.7 

37.0 

37.0 

35.2 

31.5 

29.6 

25.9 

14.8 

1.9 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80%

家族の精神的な負担を緩和する取組

かかりつけ医から専門医療機関のスムーズな連携体制づくり

認知症を早期に発見し、予防活動や専門的医療機関につなげる取組

見守りボランティアなど、在宅での生活を支える取組

認知症の人が活躍する場づくり、社会参加の支援

認知症への正しい理解を広める取組

虐待を防止する制度や取組の充実

医療と介護・行政との連携強化

行方不明や緊急時への対応

64歳以下で発症する若年性認知症の方の支援

成年後見制度など、認知症の人の権利や財産を守る制度の利用促進

介護サービスにあたる専門職の質の向上

家族を対象に、介護やコミュニケーション方法等の研修会の開催

施設の整備

その他

不明・無回答

全体（N=54）



 市の認知症施策についてあまり知られていない状況です。

 介護者も認知症状への対応への不安を強く感じています。

 家族の精神的負担を緩和する取組、早期に発見し、専門医療機関につなげる取組が求

められています。

 認知症対策には、関わる人の症状の理解や対応する知識が不可欠なため、認知症施策

の周知・啓発をはじめとした、地域社会で支える認知症施策の更なる充実が必要です。

地域全体で取り組む認知症「共生」・「予防」の推進と

関係機関の連携の強化

18



地域のグループ活動に参加者として参加したいですか。（単数回答）※ニーズ調査

いきいきした地域づくりへの参加者としての参加意向についてみると、「参加してもよい」が48.3

％と最も高く、次いで「参加したくない」が24.7％となっています。

19

5.0 11.1 54.4 7.6 17.0 5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=342）

外出する手段がない 外出することに不安がある
内容などに関心、興味がない 就労や介護などで時間がない
その他 不明・無回答

地域のグループ活動に参加したくない理由は何ですか。（複数回答）※ニーズ調査

地域のグループ活動に参加したくない方（24.7％）に理由についてうかがうと、 「内容などに

関心、興味がない」 が54.4％と最も高くなっています。

【地域共生社会の実現】



地域のグループ活動に、企画・運営（お世話役）として参加したいですか。（単数回答）
※ニーズ調査

企画・運営としての参加意向についてみると、「参加したくない」が41.1％と最も高く、次いで「参

加してもよい」が33.1％となっています。

20

地域のグループ活動に企画・運営（お世話役）として参加したくない理由は何ですか。（複数
回答）※ニーズ調査

地域のグループ活動に企画・運営（お世話役）として参加したくない方（41.1％）に理由

についてうかがうと、 「負担になる」 が61.5％と最も高くなっています。

61.5 3.0 

1.6 

9.7 21.1 3.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=569）

負担になる 活動資金を確保できない
活動場所を確保できない 就労や介護などで時間がない
その他 不明・無回答



地域包括ケアシステムを構築するために必要だと思われるもの。（複数回答）※ケアマネ調査

ケアマネ調査では、「地域の社会資源及び住民ニーズの把握」が66.7％と最も高く、次いで「

生活支援サービスの担い手の確保」が63.0％、「地域の見守りネットワークの強化」が51.9％と

なっています。

21

66.7 

63.0 

51.9 

44.4 

42.6 

22.2 

22.2 

0.0 

3.7 

0% 20% 40% 60% 80%

地域の社会資源及び住民ニーズの把握

生活支援サービスの担い手の確保

地域の見守りネットワークの強化

ケアシステムの構築に向けた行政の支援体制の充実

医療・介護サービス従事者の連携の強化

情報共有手段としてのICTの活用

地域ケア会議の活性化

その他

不明・無回答

全体（N=54）



地域包括ケアシステムを構築するために必要だと思われるもの。（複数回答）※事業所調査

事業所調査では、「行政の支援体制の充実」が56.7％と最も高く、次いで「地域の社会資

源及び住民ニーズの把握」が53.7％、「医療・介護サービス従業者の連携の強化」が49.3％

、「生活支援サービスの担い手の確保」が38.8％、「地域の見守りとネットワークの強化」が

32.8％となっています。

22

56.7 

53.7 

49.3 

38.8 

32.8 

20.9 

11.9 

1.5 

4.5 

0% 20% 40% 60%

行政の支援体制の充実

地域の社会資源及び住民ニーズの把握

医療・介護サービス従事者の連携の強化

生活支援サービスの担い手の確保

地域の見守りとネットワークの強化

情報共有手段としてのICTの活用

地域ケア会議の活性化

その他

不明・無回答

全体（N=67）



 地域での活動への参加意欲は高いが、企画・運営としての参加意向は低くなっています。

 地域のグループ活動に参加しない理由として、参加者の関心・興味が持てないこと、主催

者の負担が大きいことがあげられています。

 地域包括ケアシステムのさらなる深化・推進に向けては、担い手づくりに加え、「地域での見

守りネットワークの強化」が求められています。

地域共生社会に向けた包括的支援体制の構築

23



2.5 17.3 33.9 43.6 2.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,384）

とても減っている 減っている あまり減っていない
減っていない 不明・無回答

昨年と比べて外出の回数が減っていますか。（単数回答）※ニーズ調査

「減っていない」が43.6％と最も高く、次いで「あまり減っていない」が33.9％となっています。要支

援認定の有無別にみると、要支援度が高い方ほど、外出の回数が減る傾向となっています。

24

■昨年と比べて外出の回数が減っているか × 要支援認定の有無別
上段：度数
下段：％

とても減っている 減っている あまり減っていない 減っていない 不明・無回答

要
支
援
認
定
の
有
無
別

全体 N=1,384
34 240 469 604 37 

2.5 17.3 33.9 43.6 2.7 

受けていない N=1,233
20 198 416 568 31 

1.6 16.1 33.7 46.1 2.5 

総合事業対象者 N=5
- 1 2 2 -

- 20.0 40.0 40.0 -

要支援１ N=56
5 14 22 13 2 

8.9 25.0 39.3 23.2 3.6 

要支援２ N=31
6 14 5 5 1 

19.4 45.2 16.1 16.1 3.2 

不明・無回答 N=59
3 13 24 16 3 

5.1 22.0 40.7 27.1 5.1 

【移動支援の充実】



15.9 

3.5 

48.0 

16.7 

4.8 

8.8 

11.9 

7.5 

17.6 

10.6 

8.8 

0% 20% 40% 60%

病気

障害(脳卒中の後遺症など)

足腰などの痛み

トイレの心配(失禁など) 

耳の障害（聞こえの問題など）

目の障害

外での楽しみがない

経済的に出られない

交通手段がない

その他

不明・無回答

全体（N=227）

外出を控えている理由は、何ですか。（複数回答）※ニーズ調査

外出を控えている理由についてみると、「足腰などの痛み」が48.0％と最も高く、次いで「交通手

段がない」が17.6％、「トイレの心配(失禁など)」が16.7％となっています。支援が必要な方ほど、

外出の回数が減る傾向にあります。

25



外出する際の移動手段は何ですか。（複数回答）※ニーズ調査

外出する際の移動手段についてみると、「自動車（自分で運転）」が56.9％と最も高く、次いで

「徒歩」が51.4％、「自転車」が45.1％となっています。

26



守山市が充実すべきサービスや支援活動（複数回答）※ケアマネ調査

「移送サービス」が87.0％と最も高く、次いで「定期的な見守りや安否確認」が53.7％、「介護し

ている家族の支援」が51.9％となっています。

27

87.0 

53.7 

51.9 

44.4 

33.3 

33.3 

29.6 

27.8 

24.1 

22.2 

20.4 

3.7 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

移送サービス

定期的な見守りや安否確認

介護している家族の支援

介護予防に関するサービス

行方不明高齢者家族支援

成年後見制度利用支援事業

高齢者向け住宅

紙おむつ費用助成

サロン事業

緊急通報装置の設置

配食サービス

その他

不明・無回答

全体（N=54）



 支援が必要な方ほど、外出の回数が減る傾向が出ており、 外出を控える理由が「足腰な

どの痛み」、「交通手段がない」が多くを占めています。

 高齢者の自動車利用への依存が強く、運転ができなくなった後の、外出手段の確保が課

題となっていることが伺えます。

 要介護状態、年齢、障害の有無に関わらず、外出したい思いをかなえる交通施策につい

て、まちづくりの視点から総合的に検討する必要があると考えられます。

 必要なサービスとして、「定期的な見守り」や「安否確認」が挙げられています。

外出支援、見守り支援の充実

28



55.0 30.9 2.4 11.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,384）

自宅で介護サービスを受け、住み慣れたところで暮らしたい
将来的に施設等に入りサービスを受けたい
その他
不明・無回答

Ⅲ 高齢者と家族を支える介護体制の充実

あなたご自身が要介護状態になった場合、どのようにしたいと思いますか。（単数回答）
※ニーズ調査

「自宅で介護サービスを受け、住み慣れたところで暮らしたい」が55.0％と最も高く、次いで「将

来的に施設等に入りサービスを受けたい」が30.9％となっています。

29

あなたの介護保険料について経済的な負担感はどうですか。（単数回答）※ニーズ調査

「今の程度なら、やむを得ない」が35.0％と最も高く、次いで「やや負担が大きい」が27.0％、「

負担が大きい」が20.1％となっています。

2.7 
5.0 35.0 27.0 20.1 4.6 5.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,384）

負担は感じない それほど負担は感じない
今の程度なら、やむを得ない やや負担が大きい
負担が大きい わからない

【地域密着型サービスの充実】



14.8 46.2 21.9 1.1 9.2 6.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

（N=1,384）

介護の負担を軽減するため、保険料に影響があっても施設の充実を優先させたほうがよい
在宅サービスを充実させ、保険料への影響はなるべく抑えたほうがよい
どちらともいえない
その他
わからない
不明・無回答

保険料と施設サービスのあり方について、あなたの考えに最も近いものはどれですか。（単数回答）
※ニーズ調査

保険料と施設サービスのあり方への考えについてみると、「在宅サービスを充実させ、保険料への

影響はなるべく抑えたほうがよい」が46.2％と最も高く、次いで「どちらともいえない」が21.9％とな

っています。

30

身近な地域で介護を受けられるよう、在宅介護サービスの充実が求められています。あわせて、

適切な介護保険料の算定が必要です。

地域の実情に応じた介護サービスの充実



26.1

21.1

21.3

21.8

28.6

36.9

28.1

72.1

54.1

38.6

12.1

70.6

79.6

71.5

6.8

0.0

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

わからない

無回答

全体(n=555)

主な介護者が行っている介護についてみると、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）」が

79.6％と最も高く、次いで「外出の付き添い、送迎等」が72.1％、「金銭管理や生活面に必要

な諸手続き」が71.5％、「食事の準備（調理等）」が70.6％となっています。

主な介護者が行っている介護（複数回答）※在宅介護調査

31

【介護体制の充実】



14.7

9.4

13.3

9.1

9.9

22.1

25.0

14.3

10.5

27.2

28.2

9.6

0% 10% 20% 30%

配食

調理

掃除・洗濯

買い物（宅配は含まない）

ゴミ出し

外出同行（通院、買い物など）

移送サービス（介護・福祉ﾀｸｼｰ等）

見守り、声かけ

サロンなどの定期的な通いの場

その他

特になし

無回答

全体(n=727)

在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービスについてみると、「特になし」「その他」を

除き、「移送サービス（介護タクシー等）」が25.0％と最も高く、次いで「外出同行（通院、買

い物など)」が22.1％、「配食」が14.7％となっています。

在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス（複数回答）※在宅介護調査

32



「人材の確保が難しい」が79.1％と最も高く、次いで「人材育成が難しい」が52.2％、「介護報

酬が実態にそぐわない」が38.8％となっています。

事業所の運営に関して、現在困難を感じること（複数回答） ※事業所調査

33

79.1 

52.2 

38.8 

34.3 

25.4 

14.9 

13.4 

11.9 

0.0 

3.0 

6.0 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80%

人材の確保が難しい

人材育成が難しい

介護報酬が実態にそぐわない

事務作業が多い

利用者の継続的な確保が難しい

利用者や家族の制度に対する理解が進んでいない

経営経費・活動資金が不足している

施設・設備の改善が難しい

市町村等との連携を図ることが難しい

その他

特に問題はない

不明・無回答

全体（N=67）



22.0

37.7

22.0

2.6

16.5

0.4

13.9

0% 10% 20% 30% 40%

特に行っていない

介護のために、「労働時間を調整」しながら、

働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を

取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いて

いる

介護のために、その他の調整をしながら、働いてい

る

わからない

無回答

全体(n=273)

主な介護者の方の働き方の調整の状況（複数回答）※在宅介護調査

主な介護者の中で働いている方（41.8％）の働き方の調整の状況についてみると、「介護の

ために、「労働時間を調整」しながら、働いている」が37.7％と最も高く、次いで「介護のために、

「休暇」を取りながら、働いている」、「特に行っていない」がそれぞれ22.0％となっています。
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15.0

26.0

20.9

19.8

5.9

8.8

8.1

16.1

1.8

11.4

1.8

0% 10% 20% 30%

自営業・フリーランス等のため、勤め先はない

介護休業・介護休暇等の制度の充実

制度を利用しやすい職場づくり

労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）

働く場所の多様化（在宅勤務・テレワークなど）

仕事と介護の両立に関する情報の提供

介護に関する相談窓口・相談担当者の設置

介護をしている従業員への経済的な支援

その他

特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

全体(n=273)

勤労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援（複数回答）
※在宅介護調査

勤労の継続に向けて効果的であると考えられる勤め先からの支援についてみると、「介護休業・

介護休暇等の制度の充実」が26.0％と最も高く、次いで「制度を利用しやすい職場づくり」が

20.9％、「労働時間の柔軟な選択（フレックスタイム制など）」が19.8％となっています。

35



 掃除・洗濯・買い物・配食等の家事援助の支援と外出支援が介護者が行っている主な介

護で、将来的にも介護者が不安に感じており、生活援助サービスの提供の充実など、在宅

生活を支える環境づくりに努める必要があります。

 介護者は、介護のためにさまざまな働き方の調整をしながら働いています。

 また、介護をする人、介護を受ける人が安心して自宅で生活できるよう企業・事業所の職

場環境の改善に向けた意識啓発を行っていく必要があります。

在宅生活を支えるサービス基盤と環境づくり

36



14.1 

15.9 

7.9 

29.8 

15.2 

4.5 

29.8 

12.2 

0% 10% 20% 30% 40%

自治会・町内会・老人クラブ

社会福祉協議会・民生委員

ケアマネジャー

医師・歯科医師・看護師

地域包括支援センター・市役所

その他

そのような人はいない

不明・無回答

全体（N=1,384）

何かあった時に相談する相手についてみると、 「医師・歯科医師・看護師」 と「そのような人はい

ない」がそれぞれ29.8％と最も高く、次いで「社会福祉協議会・民生委員」が15.9％、「地域包

括支援センター・市役所」が15.2％となっています。

家族や友人･知人以外で、何かあった時に相談する相手を教えてください。(複数回答) ※ニーズ調査

37

【相談体制の充実】



17.3 

17.9 

35.8 

22.5 

9.4 

6.1 

21.2 

23.3 

15.0 

20.7 

3.5 

10.3 

0% 10% 20% 30% 40%

買い物

ちょっとした力仕事

話し相手や相談相手

定期的な声かけや見守り

外出のつきそい（通院・散歩等）

気軽に行ける自由な居場所の提供

災害時の避難の手助け

急に具合が悪くなった時の手助け

ゴミ出し、電球の交換、草むしり

特に手助けできることはない

その他

不明・無回答

全体（N=1,384）

あなたご自身がご近所で手助けや協力ができることについてみると、「話し相手や相談相手」が

35.8％と最も高く、次いで「急に具合が悪くなった時の手助け」 が23.3％、「定期的な声かけや

見守り」が22.5％となっています。

あなたご自身がご近所で手助けや協力ができることがありますか。(複数回答) ※ニーズ調査
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 何かあったときの相談相手について、３割程度の人が「いない」と回答されており、身近に相

談できる窓口の周知・充実を図る必要があります。

 一方で高齢者が近所で手助けできること、協力できることについて、「話し相手や相談相

手」が多く、行政の相談機関の周知、充実させていくとともに、困ったときに地域でSOSが出

せる、受け取れる地域づくりを推進していく必要があります。

相談体制の充実
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